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上質量法 (Levitation Mass Method :LMM) が活用されている [1-5]．浮上質量法は
既存の力センサを用いない動的力の発生・計測方法であり，力センサの動的校
正 [1-3]や材料の強度試験 [6]，物体間に働く摩擦力の評価 [7]，高分子材料であ





















































ため，浮上支持した物体に働く力 F を，(1.2.1) 式のように慣性質量 M と加速度
a の積として定義することができる． 

































いる．図 1.3.1 にマイケルソン型ヘテロダイン光波干渉計の概略図を示す． 
 
 
図 1.3.1 マイケルソン型ヘテロダイン光波干渉計の概略図 
CC:cube corner prizm; NPBS:non polarizing beam splitter; PBS:polarizing beam 






付けられた CC で反射し，再び PBS に入射する．この時，信号光はドップラー
シフトし周波数が変化する．CC で反射した後に PBS に入射した信号光と参照光




2 つの直交偏光の振幅を U1，U2，周波数を f1，f2，位相を φ1，φ2とする．PD
上での時刻 t での 2 つのレーザー光の電界は 
]}[2exp{)( 1111  tπfiUtE                (1.3.1) 









































1.5 ZFM による周波数推定 
 本研究では，ビート信号からの周波数解析方法として本研究室で提案してい








図 1.4.1 電圧波形からのゼロクロス点の求め方 
ゼロクロス点を求めた後，一定のゼロクロス点の数，N 個ごとに 1 つの周波
数を求める．これは周波数カウンタと同様の機能である．周波数カウンタと比
























ス点から，周期 Tj と位相 Pj を求める点が挙げられる．周波数カウンタに比べ，
ZFM では時間分解能を犠牲にすることなく，周波数分解能を高めることが可能
となる． 
図 1.4.2 に電圧波形から周波数を算出するためのアルゴリズムの簡略図を示す． 
 
図 1.4.2 周波数を算出するアルゴリズム(N=5) 
まず，ゼロクロス点 1 つ 1 つに番号 i (i=0,1,2,…)をつける．そこから定めたゼ
ロクロス点の数 N 個ごとに番号 j (j=0,1,2,…)をつける．1 つの周波数を求めるた
めの周期 Tjは N ごとに(1.4.1)式から，数 N かける番号 i とゼロクロス点 t×i の
和の積とそれを，数 N かける番号 i の二乗の和引く全体の二乗の番号 i の和で割
る．これを用いて，周波数 f×i は(1.4.3)式のような f×i=1/Tj から求められる．
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を干渉計を用いて間接的に測定している．図 2.1.1 に実験装置図を示す． 
 
図 2.1.1 実験装置図 













図 2.1.2 可動部の概観 
次に，光波干渉計について説明する．光源にはゼーマンタイプの 2 周波数ヘ
リウムネオン (He-Ne) レーザー (Hewlett-Packard 社製，Model：HP5518A) を使
用した．波長は λair = 6.32×10
-7
 [m]，差周波数は約 1.7 [MHz]である．レーザー光
には直交した 2 種類の周波数成分が含まれている．出力されるレーザー光はま
ず NPBS で 2 分される．2 分された一方の光は GTP を経て PD2 で光の明暗を検
出する．もう一方の光は PBS で再度 2 分させ，一方は可動部にとりつけてある
キューブコーナープリズム (CC) に，もう一方は干渉計の参照側に置いてある
CC に入射させる．また，可動部側及び参照側の CC の前に QWP を設置し，位
相を往復で 90°回転させている．2 つの光は CC で反射された後，PBS へ戻り，
15 
 
GTP を経て PD1 で光の明暗を検出する．また，PD では光が途切れることでト
リガとしての役割をしている． 
PD1 及び PD2 で検出された電圧値はデジタイザ (National Instruments 社製 
Model：PCI-5105) で記録される．本実験ではサンプルレート 30 [M/s]で行った． 




端に付ける緩衝材を 3 種類使用した．図 2.1.3 にこれらの緩衝材の概観を示す．
1 つ目の緩衝材として用意したのは厚いゴムである．衝突部の厚さはおよそ 18 
[mm]で，質量は 3.26 [g]である．2 つ目の緩衝材は固く薄いゴムである．衝突部
の厚さはおよそ 11 [mm]で，全体の質量は 1.78 [g]である．3 つ目の緩衝材はセロ
ハンテープを 1 枚貼り付けたものである．衝突部の厚さはおよそ 9 [mm]で，全
体の質量は1.83 [g]である．今回は便宜上1つ目をDamper-A，2つ目をDamper-B，
3 つ目を Damper-C と呼ぶことにし，Damper-A で行った実験を「Damper-A にお










今回は，CLS-5NA (東京測器研究所社製) を用意した．CLS-5NA の概観を図































λv              (2.3.2) 
速度 v[m/s]の時間微分によって加速度 a[m/s2]を求めることが出来る． 
dt
dv
a                              (2.3.3) 




















る． 図 2.3.1 に干渉計より得られた fbeatと frestの値を示す． 
 
図 2.3.1 干渉計より得られた周波数 
得られた fbeatと frestの値を用いて式(2.3.2)より速度を求める． 
今回，He-Ne レーザーの波長 λair = 6.32×10
-7
 [m]とした．図 2.3.2 に式 (2.3.1)
より求めたドップラー周波数 fDoppler [Hz]を用いて，式 (2.3.2) で計算した可動
部の速度 v [m/s]を示す． 
 


































図 2.3.3 に速度を時間微分して求めた加速度を示す (式 (2.3.3) ) ．  
 
図 2.3.3 速度を時間微分して計算した加速度 
また図 2.3.4 に加速度 a [m/s2]に質量 M [kg]を掛け合わせて計算した慣性力
Fmass [N]を示す． 
 











































ーダにて力センサのひずみ量に比例した電圧 V [V]を記録する． 
この電圧V [V]に 静的校正係数Kを掛け合わせることでFtrans [N]を計算する．
後で，Ftrans [N]と Fmass [N]を比較するので Ftrans [N]と Fmass [N]を同じ時系列にす
る．今回の実験では力センサで得られたデータのサンプル数のほうが多かった
ので Fmass [N]で得たデータの値を Ftrans [N]の値と同じ時間軸に変更している．時





















図 2.4.1 に Exp.1 の時の力センサで測定した力 Ftransと，浮上質量法を用いて高
精度に測定した力 Fmassを示す．またその二つの力の差を示す． 
 
図 2.4.1  Exp.1 での Fmassと Ftransの比較 
Exp.1 で行った 30 回の衝突実験のうち力センサの最大値が 5.0 [N]に近いもの
を示した．2 つの力から最大値に対して約 1 [%]前後の動的誤差があることが確
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図 2.4.2 Fmass = 1.0 [N] 
図 2.4.4 Fmass = 1.2 [N] 



























図 2.4.7 Fmass = 1.8 [N] 
図 2.4.5 Fmass = 1.2 [N] 
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図 2.4.8 Fmass = 1.9 [N] 
図 2.4.10 Fmass = 2.2 [N] 



























図 2.4.13 Fmass = 2.5 [N] 
図 2.4.11 Fmass = 2.3 [N] 
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図 2.4.14 Fmass = 2.6 [N] 
図 2.4.16 Fmass = 2.7 [N] 



























図 2.4.19 Fmass = 3.0 [N] 
図 2.4.17 Fmass = 2.8 [N] 
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図 2.4.20 Fmass = 2.9 [N] 
図 2.4.22 Fmass = 3.0 [N] 



























図 2.4.25 Fmass = 3.3 [N] 
図 2.4.23 Fmass = 3.1 [N] 
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図 2.4.26 Fmass = 3.4 [N] 
図 2.4.28 Fmass = 3.7 [N] 


























図 2.4.29 Fmass = 3.9 [N] 























図 2.4.31 に Exp.2 の時の力センサで測定した力 Ftransと，浮上質量法を用いて
高精度に測定した力 Fmassを示す．またその二つの力の差を示す． 
 
図 2.4.31  Exp.2 での Fmassと Ftransの比較 
Exp.2 で行った 30 回の衝突実験のうち力センサの最大値が 5.0 [N]に近いもの
を示した．2 つの力から最大値に対して約 3 [%]前後の動的誤差があることが確
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図 2.4.32 Fmass = 1.4 [N] 図 2.4.33 Fmass = 1.6 [N] 
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図 2.4.38 Fmass = 2.5 [N] 図 2.4.39 Fmass = 2.5 [N] 
















































    
 
 


































































-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5










図 2.4.44 Fmass = 3.0 [N] 図 2.4.45 Fmass = 3.1 [N] 
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図 2.4.50 Fmass = 3.7 [N] 図 2.4.51 Fmass = 4.0 [N] 
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図 2.4.56 Fmass = 5.1 [N] 図 2.4.57 Fmass = 5.8 [N] 







































図 2.4.61 に Exp.3 の時の力センサで測定した力 Ftransと，浮上質量法を用いて
高精度に測定した力 Fmassを示す．またその二つの力の差を示す． 
 
図 2.4.61  Exp.3 での Fmassと Ftransの比較 
Exp.3 で行った 30 回の衝突実験のうち力センサの最大値が 5.0 [N]に近いもの
を示した．2 つの力から最大値に対して約 10 [%]前後の動的誤差があることが確
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図 2.4.67 Fmass = 2.4 [N] 図 2.4.66 Fmass = 2.4 [N] 
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図 2.4.73 Fmass = 4.0 [N] 図 2.4.72 Fmass = 3.5 [N] 
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図 2.4.79 Fmass =5.1 [N] 図 2.4.78 Fmass = 5.0 [N] 
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図 2.4.85 Fmass = 6.5 [N] 図 2.4.84 Fmass = 6.3 [N] 
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図 2.4.90 Fmass = 8.0 [N] 




























 パルス幅の変更を確認するために半値全幅 FWHM の値を利用した．図 2.4.91
に Exp.1 から Exp.3 の最大値 Fmass,maxと半値全幅 FWHM の関係を示す． 
 





























動的誤差評価を行うために RMS 値を算出した．RMS 値は以下のような計算
で求めることができる．N はパルス幅内のプロット数で，範囲はパルス幅内で
ある．  
   2
N
1
  masstransmasstransRMS FFFF            (2.4.1) 
Exp.1 から Exp.3 の Ftrans - Fmass [N]から RMS 値を求め，図 2.4.92 にそれぞれ
の緩衝材の最大値 Fmass,max[N]と RMS 値の関係を示す． 
 
図 2.4.92 Ftrans - Fmass [N]の RMS 値と最大値 Fmass,max[N]の関係 
Exp.1 から Exp.3 に関しては最大値が大きくなるほど RMS 値は大きくなって
いることが確認できる．また，緩衝材は Damper-A，Damper-B，Damper-C の順








































また，パルスの立ち上がりでは Ftrans [N]の上に Fmass [N]があるのに対し，パル
スの立下りでは Ftrans [N]の下に Fmass [N]が来ている(図 2.5.1)．このことから，





































































測した力の値 Fmass と，力センサ自身から計測した力の値 Ftrans を比較すること
で動的誤差評価を行っている．この時，Fmass は浮上質量法で使用した PD を用
いて，Ftrans はデータレコーダを用いてトリガをとって計測を開始している．そ
のため，互いのトリガ時間が異なり，それぞれの機器間に測定の時間的誤差が

























図 3.2.1 トリガのずれによる Fmassと Ftransのずれ(Exp.1) 
 図 3.2.1 は Fmassと Ftransの間に時間的誤差が発生しているグラフである．  
 この図のように，動的誤差が発生しているので，プログラム上において動的




























ずらした時間⊿t の値を時間遅れ Delay とする．また，ずらした Ftransを Fcorrecoted
としたとき，図 3.2.2 のような関係が得られる． 
 
















































Fdiff2は Ftransと Fcorrectedとの誤差である．Fdiff2が Ftrans‐Fmass(Fdiff)と同様の関係
となれば動的誤差の補正が可能となる．図 3.2.3 に Fdiffと Fdiff2の関係を示す． 
 
図 3.2.3 Fdiffと Fdiff2の関係 


































図 3.3.1 に Damper-A，Damper-B，Damper-C における実験の Fmassが最大値の
時のそれぞれの遅れ時間を示す． 
 
図 3.3.1 Fmassが最大値の時のそれぞれの時間遅れ 
図 3.3.1 から，それぞれ Damper-A では平均 11.87 [µs]，Damper-B では平均 9.792 



























図 3.3.2 にパルス幅と時間遅れの関係性を示す． 
 
図 3.3.2 パルス幅 FWHM と時間遅れの関係 
 
 パルス幅が変わることで，時間遅れに変化は見られないことがわかる．また，





























 図 3.3.1，図 3.3.2 に示したように，Fmassと Ftransの間に時間遅れが発生してい


















































































度 a から算出できる． 
また，力センサの出力は力センサの変形に比例している．力センサの変形し
た距離を⊿x，力センサのバネ定数を k とした時， 

















































































図 4.1.1 Ftransの二階微分と動的誤差の関係 















































































































 それぞれの遅れ時間の平均は，Damper-A が約 11.87 [µs]，Damper-B が約 9.792 
[µs]，Damper-C が約 10.06 [µs]であった．なので，平均値として 10.57 [µs]を用い
る． 
 図 4.2.1 に補正前のそれぞれの緩衝材の RMS (Ftrans-Fmass)値と，補正後のそれ
ぞれの緩衝材の RMS (Fcorrected-Fmass)値を示す． 
 

























































































[2] ZFM を使用した周波数測定 





[1]，[2]，[3]においては，衝突前後における可動部の移動中の Fmassの RMS 値
から約 7 [mN]の不確かさが発生していると考えられる． 





 [6]では，光軸によるずれは 1 [mrad]であった．これは可動部質量に作用する力
の不確かさとして約 5×10-7 [N]の相当する． 
 [7]では，電子天秤を用いた質量測定の不確かさとなる．質量測定の不確かさ
は 0.01 [g]であった．これは可動部の質量の 0.05 [%]に相当する．Fmassが 5 [N]
であるとき，この不確かさは 3 [mN]に相当する． 
62 
 
これらの結果から，力センサに作用する力 Fmassの標準不確かさは 8.0 [mN]と




 次に Ftrans の不確かさ評価を行う．力センサの出力である Ftransの不確かさを
utransとする．この不確かさ utransを式 (5.2.1)に示す． 
22)( LMMmasstranstrans RMS uFFu  　            (5.2.1) 
uLMMは 5.1で求めた 8.0 [mN]である． 









  transtrans Fwu         (5.2.2) 




らした値Fcorrectedの不確かさを ucorrectedとする．この不確かさ ucorrectedを式 (5.2.1)
に示す． 
22)( LMMmasscorrectedcorrected RMS uFFu  　            (5.2.1) 
uLMMは 5.1 で求めた 8.0 [mN]である． 
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  transtrans Fwu         (5.3.2) 















































6.1 LabView について 
 今回ソフトウェアの開発には LabView を使用した．LabView はナショナルイ
ンスツルメンツ社によって開発されたグラフィカル型のプログラミング言語で
ある．LabView は VI (従来のプログラミング原語で使用する関数)を平面上に配












 今回作成したソフトウェアの説明をする．図 6.2.1 にソフトウェアの概観図を
示す． 
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